
理
系
女
性
活
躍
促
進
支
援
事
業

 

○
産
業
界
で
活
躍
す
る
理
系
女
性
が
少
な
い
が
、
こ
の
状
況
は
、
女
性
は
、
男
性
と
比
較
し
て
、
バ
イ
オ
系

な
ど
の
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
の
少
な
い
分
野
を
選
択
す
る
傾
向
が
強
い
こ
と
が
主
な
原
因
の
１
つ
。

 
○
こ
の
状
況
を
改
善
す
る
た
め
、
理
系
女
性
自
身
が
持
っ
て
い
る
ス
キ
ル
と
産
業
界
が
求
め
る
ス
キ
ル
の

見
え
る
化
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
女
性
自
身
が
ど
の
よ
う
な
ス
キ
ル
を
身
に
つ
け
れ
ば
良
い
か
把
握
し
、
大

学
の
履
修
科
目
の
選
択
や
民
間
教
育
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
講
義
の
受
講
な
ど
に
よ
り
、

就
職
・転
職
に
向
け
た
ス
キ
ル
の
充
実
化
が
行
え
る
よ
う
に
す
る
。

 

【
理
系
女
性
活
躍
促
進
支
援
事
業
】
 

＜
理
系
女
性
の
ス
キ
ル
と
産
業
界
が
求
め
る
ス
キ
ル
の
見
え
る
化
＞

 

■
産
業
ニ
ー
ズ
が
比
較
的
高
い
専
門
分
野
の
う
ち
、
機
械
、
電
気
、

土
木
の
分
野
で
は
、
男
性
に
比
べ
て
女
性
が
少
な
い
。
一
方
、

生
活
・
家
政
や
バ
イ
オ
系
等
、
産
業
ニ
ー
ズ
が
少
な
い
分
野
に

お
い
て
、
女
性
の
過
剰
感
が
高
い
。

理
系
女
性

 
理
系
女
性
の
ス

キ
ル
の
見
え
る
化

 

産
業
界

 
産
業
界
が
求
め

る
ス
キ
ル
の
見
え

る
化

 

教
育
機
関
、
教
育

サ
ー
ビ
ス
事
業
者

等
 

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
供

 

理
系
女
性
が
、
産
業
界
の
求
め
る
ス
キ
ル
を
獲
得
し
、

 

就
職
・
転
職
に
つ
な
げ
る
仕
組
み
を
構
築

 

情
報
を
活
用

 

女
性
自
身
が
ど
の
よ
う
な
ス
キ
ル
を

 

身
に
つ
け
れ
ば
良
い
か
把
握
。

 

44



【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （１）科学技術イノベーション立国を支える女性の理工系人材等の育成 

小項目 ① 理工系女性を一貫して支援するため、関係府省や経済界、学界、民間

団体など産学官からなる支援体制「リコチャレ応援ネットワーク」（仮称）を

構築する。 

初等中等教育段階からの女子生徒等及び親・教師に対する理工系選

択のメリットに関する意識啓発、国内外の理工系女子ネットワークの促

進、進学・就職情報支援、産業界で活躍する理工系女子を始めとしたロー

ルモデルに対する表彰等を総合的に実施する。 

該当施策名 

（事業名） 
女性の活躍促進企業に係る国土交通大臣表彰 

該当施策の背景・

目的 

所管事業の健全な発展を実現するとともに、「女性が輝く社会」の実現

に国土交通分野から寄与することを目的とする。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要 国土交通分野の所管する事業であって、女性が活躍できる「現場」の環境

改善や女性従業員の能力開発において、他の模範となるような顕著な功績が

あった企業を表彰する。 

問い合わせ先 

部局課 

国土交通省省 

総合政策局安心生活政策課 
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （１）科学技術イノベーション立国を支える女性の理工系人材等の育成 

小項目 ② （略） 私立大学等経常費補助金において、女性研究者向けの柔軟な勤務

体制の構築など、女性研究者支援を行う私立大学等の取組を支援する。 

該当施策名 

（事業名） 
私立大学等経常費補助金（女性研究者支援） 

該当施策の背景・

目的 

 我が国の女性研究者数は増加傾向にあるが、研究活動を継続するうえ

で、出産・育児・介護等との両立が困難などの理由から、その割合は、諸

外国と比較して低い状況にある。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算：14,822,000千円の内数 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要  女性研究者向けの柔軟な勤務体制の構築やライフイベント（出産、育児等）

に応じた研究支援員の配置など、女性研究者への支援を積極的に進める私立

大学等を支援。 

問い合わせ先 

部局課 

担当者名 

連絡先 

文部科学省 

高等教育局私学部私学助成課 
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○
社
会

人
の
学
び
直

し
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
た
取
組

、
女
性

研
究
者

へ
の
支

援
を
積
極
的

に
進

め
る
私

立
大

学
等

に
対

し
、

支
援
を
充
実

す
る
と
と
も
に
、
私

立
大

学
戦
略

的
研
究

基
盤
形

成
支
援

事
業

に
お
い
て
『
地

方
等

強
化

枠
』
を
新

設
す
る
。

社
会
人
の
学
び
直
し
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
／
女
性
研
究
者
支
援
等

社
会
人
受
入
れ

・
社
会
人
受
入
れ
：
①

社
会

人
学

生
割

合
に
応

じ
た
支
援
に
か

え
て
、
社
会
人

学
生
増

加
率
に
応
じ
た
加

算
方

式
を
導

入
②

評
価

項
目

を
見

直
し
、
社

会
人
学
生

の
学
び
直
し
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
取
組
に
つ
い
て
加

算

・
女
性
研
究
者
支
援
に
つ
い
て
、
女

性
研

究
者

の
活
躍
推

進
に
資
す
る
評

価
項
目

を
追
加
す
る
と
と
も
に
、
私

立
大

学
戦

略
的

研
究

基
盤

形
成

支
援

事
業

に
お
い
て
『
地
方
等
強
化

枠
』
を
新

設
し
、
採

択
校

に
所

要
額

を
措
置
。

女
性
研
究
者
支
援

ポ
イ
ン
ト

支
援
内
容


大
学
院
に
お
け
る
研
究

支
援

に
つ
い
て
、
女

性
研

究
者

支
援

に
係

る
評
価
項
目
を
追
加
し
、
取

組
状

況
に
応

じ
て
加

算
。

・
女
性
研
究
者
向
け
の
柔

軟
な
勤

務
体

制
の

構
築

・
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
配
置

等
、
相

談
体

制
の

整
備

・
女
性
研
究
者
の
在
籍
状

況
（
1
5
％

以
上

で
加
点

、
3
0
％
以

上
で
２
倍

加
点

）
・
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
（
出
産

、
育

児
等

）
に
応

じ
た
研

究
支
援

員
配

置
【
新

設
】

・
女
性
学
生
対
象
の
進
学
説

明
会

等
、
意

識
啓
発

活
動

の
実

施
【
新

設
】

・
学
内
保
育
所
の
設
置
、
民

間
サ

ー
ビ
ス
の

提
供

等
、
保
育

支
援

の
実

施
【
新

設
】

◆
正

規
学

生
と

し
て

の
受

入
れ

：
社
会
人
学
生
数
に
応
じ
た
支

援
（
上

限
：

50
,0

00
千
円

→
20

,0
00

千
円
）

◆
多

様
な

形
態

に
よ

る
受

入
れ

：
科
目
等
履
修
生
制
度

、
専

攻
科

・
別

科
、
履

修
証

明
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
る

社
会
人
受
入
れ
に
つ
い
て
、
学

生
数

に
応

じ
た
支
援
（
現
行

ど
お
り
）

◆
社

会
人

の
受

入
れ

環
境

整
備

：
以

下
の

取
組
件
数
＊

30
0千

円
の

合
計

額
に
、
社
会
人

学
生
増

加
率
に

応
じ
た
調
整
率
（
過
去

３
年

平
均

比
、

11
0%

以
上

12
0%

未
満

で
15

0%
、

12
0%

以
上
で

20
0%

）
を
乗

じ
て
加

算
。

・
社

会
人
向
け
履
修
コ
ー
ス
等
の
設
定

・
学

修
ニ
ー
ズ
調
査

の
実
施
・
調
査
結
果
の
教
育
課
程
へ
の
反
映
【
新
設
】

・
教

育
訓
練
講
座
の
開
講

・
大

学
等
で
学
ん
だ
社
会
人
の
再
雇
用
支
援

・
地

方
公
共
団
体
と
連
携
し
た
生
涯
学
習
・
社
会
人
教
育

・
社

会
人
学
生
に
対
す
る
育
児
支
援

・
社

会
人
学
生
向
け
経
済
的
支
援
制
度
の
整
備
【
新
設
】

※
以
下
の
項
目
及
び
社

会
人

学
生

割
合

に
よ
る
増
額
は
【
廃
止
】

・
社

会
人
に
対
す
る
特
別
な
入
学
者
選
抜
制
度
の
実
施

・
施

設
、
設
備
等
の
柔
軟
な
利
用
制
度
の
実
施

戦
略
的
研
究
基
盤
形
成


私
立
大
学
戦
略
的
研
究

基
盤

形
成

支
援

事
業

に
お
い
て
『
地

方
等

強
化

枠
』
を
新

設
。
外
部
有
識

者
に
よ
る
検

討
会

に
て
審

査
の

上
、
採

択
校

に
対
し
て
研
究
費
、
研
究

施
設

・
設

備
整

備
費

を
一

体
的

に
措

置
。

《
『
地
方
等
強
化
枠
』
支
援
対

象
》

・
地
方
大
学
（
三
大
都
市

圏
（
過

疎
地

域
を
除

く
）
外
に
所

在
す
る
大
学

・
研

究
拠

点
）

・
中
小
規
模
大
学
（
収
容

定
員

8
,0

0
0
人

未
満

）

《
支
援
内
容
》
補
助
率
１
／
２
以

内
（
設

備
の

み
２
／

３
以

内
）

・
研
究
費
（
補
助
上
限
：
１
億

円
）

・
研

究
施

設
（
対

象
：
1
,0

0
0
万

円
以

上
）

・
研
究
装
置
（
対
象
：
4
,0

0
0
万

円
（
H

2
7
に
限

り
1
,0

0
0
万
円

）
以

上
の

機
械

等
）

・
研
究
設
備
（
対
象
：
5
0
0
万

円
以

上
の

器
具

等
、

1
0
0
万

円
以

上
の

図
書

）
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【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （１）科学技術イノベーション立国を支える女性の理工系人材等の育成 

小項目 ② 

該当施策名 

（事業名） 
国立大学の学長のリーダーシップによる女性活躍促進支援（国立大

学法人運営費交付金） 

該当施策の背景・

目的 

学長がリーダーシップを発揮し、学内のマネジメント機能を予算面で強

化する観点から、組織の強み・特色や機能を最大限発揮できるように、女

性の活躍促進を含め、組織の自己変革や新陳代謝を進めるための教育研究

組織や学内資源配分等の見直しを促進するための仕組みとして、国立大学

法人運営費交付金中に、「学長の裁量による経費（仮称）」を新たに区分す

る。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27年度予算： 千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：  ） 

該当施策概要 「第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方につい

て」（第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関す

る検討会審議まとめ）では、平成 28年度から始まる第３期中期目標期間にお

ける国立大学法人運営費交付金に「学長の裁量による経費」（仮称）を新たに

区分することとされている。 

 この「学長の裁量による経費」（仮称）により、女性の活躍促進（たとえば

女性研究者等多様な人材による教員組織の構築や、女子学生の理工系学部へ

の進学の促進等）を含め、学生・教員構成の多様化や教員の能力の一層の発

揮を通じた教育研究の質の向上に係る取組等を支援する。 

「学長の裁量による経費」（仮称）による取組の実施状況については、有識

者の意見を踏まえつつ、当該経費を活用した各国立大学における業務運営の

改善の実績や教育研究活動等の状況を中期目標期間の３年目及び５年目に確

認し、その結果に応じて改善の促進や予算配分に反映する。 

問い合わせ先 

部局課 

担当者名 

連絡先 

文部科学省 

高等教育局国立大学法人支援課 
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国
立

大
学

は
、

法
人

化
以

降
様

々
な

改
革

を
進

め
、

一
定

の
成

果
。
一
方

で
、
我
が
国
社
会
は
、
少
子
高
齢
化
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
新
興
国
の
台
頭

に
よ
る
競
争
激
化
な
ど
、
急
激
な
変
化
に
直
面

全
国
に
配
置
さ
れ
て
き
た
国
立
大
学
が
、
卓
越
し
た
研
究
力
や
質
の
高
い

教
育
力
を
通
じ
、

日
本

や
世

界
が

直
面

す
る

課
題

解
決

や
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ

ン
の

創
出

に
最

大
限

貢
献

す
る

組
織
と
な
る
こ
と
が
必
要

国
立
大
学
法
人
の
事
業
規
模
は
全
体
と
し
て
拡
大
し
て
き
た
も
の
の
、
基

盤
的
経
費
で
あ
る
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
は
減
少
。
国
立
大
学
法

人
ご
と
に
見
る
と
、
運
営
費
交
付
金
へ
の
依
存
度
や
外
部
資
金
の
獲
得
状

況
な
ど
、

財
務

構
造

の
違

い
が

顕
著

基
盤
的
経
費
と
競
争
的
経
費
に
よ
る

デ
ュ

ア
ル

サ
ポ

ー
ト

シ
ス

テ
ム
は
、

学
術
面
、
社
会
経
済
へ
の
貢
献
に
効
果
を
上
げ
る
一
方
、

機
能

不
全

が
生

じ
つ

つ
あ

り
、

資
源

の
最

適
化

が
必

要

第
３

期
中

期
目

標
期

間
に

お
け

る
国

立
大

学
法

人
運

営
費

交
付

金
の

在
り

方
に

つ
い

て
審

議
ま

と
め

（
平

成
2

7
年

６
月

1
5

日
）

（
概

要
）

第
３
期
中
期
目
標
期
間
の
運
営
費
交
付
金
の
ル
ー
ル
の
設
定
に
当
た
っ
て
は
、

第
２
期
の
ル
ー
ル
等
に
、
次
の
課
題
が
あ
る
こ
と
を
考
慮

大
学
改
革
促
進
係
数
に
よ
り
財
源
確
保
し
た
部
分
と
、
重
点
配
分
し
た
部
分
の

関
係
が
不
明
確

規
模
、
分
野
、
ミ
ッ
シ
ョ
ン
等
の
異
な
る
国
立
大
学
法
人
に
対
し
、
現
在
の
支

援
の
仕
組
み
で
は
、
各
国
立
大
学
の
強
み
、
特
色
を
よ
り
伸
ば
す
こ
と
に
つ
な

が
っ
て
い
な
い

各
国
立
大
学
の
多
様
性
や
強
み
･特
色
を
い
か
し
た
学
内
資
源
配
分
が
不
十
分

研
究
者
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
や
大
学
の
活
力
を
高
め
る
人
事
給
与
シ
ス
テ
ム
の

構
築
が
不
十
分

附
属
病
院
の
有
無
以
外
に
各
国
立
大
学
の
財
務
構
造
を
踏
ま
え
た
き
め
細
か
い

算
定
が
不
十
分

各
国
立
大
学
に
支
援
を
行
っ
た
取
組
の
成
果
の
検
証
が
不
十
分

学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
支
え
る
学
長
裁
量
経
費
の
確
保
が
困
難

1
.

国
立

大
学

法
人

の
現

状
と

課
題

2
.

こ
れ

ま
で

の
運

営
費

交
付

金
に

係
る

改
善

点
と

そ
の

課
題

国
立
大
学
法
人
･大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
の
法
人
化
以
降
の
現
状
と
課
題
、
こ
れ
ま
で
の
運
営
費
交
付
金
に
係

る
課
題
を
整
理

第
3
期
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
国
立
大
学
法
人
･大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
の
在
り
方
を
提
示
し
、
運
営
費
交
付

金
の
配
分
方
法
、
取
組
の
評
価
方
法
等
を
提
言

こ
の
ほ
か
、
財
源
の
多
元
化
や
自
律
的
な
運
営
を
図
る
た
め
の
今
後
の
検
討
課
題
を
提
言
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3
.

第
３

期
中

期
目

標
期

間
に

お
け

る
国

立
大

学
法

人
の

在
り

方

4
.

第
３

期
中

期
目

標
期

間
に

お
け

る
大

学
共

同
利

用
機

関
法

人
の

在
り

方

国
立

大
学

法
人

の
目

指
す

姿

各
国
立
大
学
が
形
成
す
る
強
み
･特
色
を

最
大
限
に
い
か
し
､自
ら
改
善
･発
展
す
る

仕
組
み
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
､持
続

的
な
｢競
争
力
｣を
持
ち
､高
い
付
加
価
値

を
生
み
出
す

国
立
大
学
の
役
割
と
し
て
は
、
世
界
最
高
水
準
の
研
究
・
教
育
の
実
施
、
計
画
的
な
人
材
養
成
等
へ

の
対
応
、
全
国
的
な
高
等
教
育
の
機
会
均
等
の
確
保
等
が
あ
る
が
、
社
会
か
ら
は
、

社
会

へ
の

貢
献

を
第

一
に

意
識

し
、

多
様

な
役

割
を

一
層

果
た

し
て

い
く

こ
と

が
求

め
ら

れ
て

い
る

各
国
立
大
学
法
人
で
は
、
自
主
性
･自
律
性
を
前
提
と
し
つ
つ
､次
の
よ
う
な
取
組
が
必
要

各
国

立
大

学
の

目
指

す
ビ

ジ
ョ

ン
と
、
そ
れ
を
実
現
す
る
た
め
に
必
要
な

組
織

の
在

り
方

の
明

確
化

戦
略
的
な
運
営
体
制
を
構
築
す
る

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

改
革

学
内
の
財
務
構
造
の
分
析
を
含
む

Ｉ
Ｒ

機
能

の
強

化
、

積
極

的
な

情
報

公
開

ま
た
、
我
が
国
の

18
歳
人
口
が
平
成

33
年
頃
か
ら
減
少
に
転
じ
る
と
さ
れ
る
中
、

外
国

人
留

学
生
や

社
会

人
な
ど
多
様
な
学
生
を
受
け
入
れ
る
と
と
も
に
、
失
敗
を
恐
れ
ず
新
た
な
事
柄
に
挑
戦
す
る
人

材
の
育
成
も
重
要

こ
の
よ
う
な
改
革
を
進
め
る
た
め
に
は
、
各
国
立
大
学
法
人
の
活
動
を
支
え
る

財
務

基
盤

の
充

実
が

必
要
。
所
要
の
運
営
費
交
付
金
の
確
保
に
努
め
つ
つ
、

経
費

の
節

減
や

効
率

化
、

学
内

資
源

の
再

配

分
や

多
様

な
財

源
の

受
入

れ
を
積
極
的
に
進
め
る

大
学

共
同

利
用

機
関

法
人

の
目

指
す

姿

共
同
利
用
･共
同
研
究
体
制
全
体
の
機
能

強
化
を
図
る
こ
と
で
、
大
学
の
機
能
強
化

に
貢
献
し
、
日
本
全
体
の
研
究
力
向
上
に

寄
与
す
る
こ
と
で
、
我
が
国
の
研
究
力
の

機
能
強
化
に
よ
る
好
循
環
を
実
現

大
学
共
同
利
用
機
関
は
、

大
学

の
枠

を
越

え
た

共
同

利
用

・
共

同
研

究
を
推
進
し
、
関
連
分
野
の
研

究
水
準
の
向
上
を
目
的
と
す
る
、
我
が
国
独
自
の
制
度
に
基
づ
く
研
究
機
関

今
後
、
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
に
期
待
さ
れ
る
役
割
は
、
①

研
究

者
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
全

体
へ

の
貢

献
、

②
大

学
の

機
能

強
化

へ
の

貢
献

、
③

社
会

へ
の

貢
献

各
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
で
は
、
上
記
の
国
立
大
学
法
人
の
取
組
の
ほ
か
、

優
れ

た
研

究
者

の
人

材
育

成
の

ハ
ブ
と
し
て
、
ま
た
、
人
事
制
度
改
革
を
先
導
す
る
こ
と
で
、

当
該

分
野

を
支

え
る

研
究

者
人

材
を

輩
出
す
る
と
と
も
に
、
大
学
の
機
能
強
化
に
貢
献

大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
の
活
動
を
支
え
る

財
務

面
に

お
け

る
充

実
が
必
要
。
所
要
の
運
営
費
交
付

金
の
確
保
に
努
め
つ
つ
、

経
費

の
節

減
や

効
率

化
、

法
人

内
資

源
の

再
配

分
や

外
部

資
金

等
財

源
の

多
元

化
を
積
極
的
に
進
め
る
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第
３
期
の
運
営
費
交
付
金
で
は
､国
立
大
学
の
機
能
強
化
を
進
め
る
観

点
に
立
ち
､規

模
､分

野
､ミ

ッ
シ

ョ
ン

や
財

務
構

造
等

を
踏

ま
え

た
き

め
細

か
な

配
分

方
法

を
実

現
し
、

透
明

性
を

高
め

る
こ
と
が
必
要

第
3
期
に
は
、
各
国
立
大
学
の
強
み
・
特
色
の
発
揮
を
更
に
進
め
て
い

く
た
め
、
各
国
立
大
学
の
機
能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
て
、
｢機
能
強

化
促
進
係
数
(仮
称
)」
に
よ
り
一
定
の
財
源
を
確
保
し
た
上
で
、
機
能

強
化
に
取
り
組
む
大
学
に
対
し
重
点
配
分

※
係
数
の
具
体
的
な
割
合
は
、
平
成
2
8
年
度
の
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
決
定

各
国
立
大
学
の
機
能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
た
取
組
を
き
め
細
か
く
支

援
す
る
た
め
、

予
算

上
、

三
つ

の
重

点
支

援
の

枠
組

み
を
新
設

※
三
つ
の
重
点
支
援
の
枠
組
み
に
つ
い
て
は
、
各
国
立
大
学
が
果
た
す
機
能

や
役
割
を
限
定
す
る
も
の
で
な
い
こ
と
。
ま
た
、
取
組
の
進
展
に
応
じ
て
枠
組

み
を
変
更
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
こ
と
に
留
意

【
予

算
配

分
の

決
定

方
法

】
各
国
立
大
学
は
、
機
能
強
化
の
方
向
性
や
第
３
期
を
通
じ
て
特
に
取
り

組
む
内
容
を
踏
ま
え
、

三
つ

の
枠

組
み

か
ら

一
つ

選
択
し
、
取
組
構
想

を
提
案
。
各
国
立
大
学
が
成
果
を
検
証
す
る
た
め
、

測
定

可
能

な
指

標

（
K

P
I）

を
設

定
す
る
と
と
も
に
、
文
部
科
学
省
が
提
示
す
る
指
標
を

選
択
し
て
設
定

有
識

者
の

意
見

を
踏

ま
え

て
支
援
す
る
取
組
を
選
定
し
、
改
革
の
取
組

内
容
に
応
じ
て
加
え
て
配
分
。
基
本
的
に

中
期

目
標

期
間

を
通

じ
て

支

援
を
実
施

5
.

第
３

期
中

期
目

標
期

間
に

お
け

る
運

営
費

交
付

金
の

配
分

方
法

等

(1
)

機
能

強
化

の
方

向
性

に
応

じ
た

重
点

配
分

の
枠

組
み

重
点

支
援

①

主
と
し
て
、

地
域

に
貢

献
す

る
取

組
と
と
も
に
、
専
門
分
野
の
特

性
に
配
慮
し
つ
つ
、

強
み

・
特

色
の

あ
る

分
野

で
世

界
･全

国
的

な

教
育

研
究

を
推

進
す

る
取

組
を
中
核
と
す
る
国
立
大
学
を
支
援

重
点

支
援

③

主
と
し
て
、

卓
越

し
た

成
果

を
創

出
し

て
い

る
海

外
大

学
と

伍
し

て
、

全
学

的
に

卓
越

し
た

教
育

研
究

、
社

会
実

装
を

推
進

す
る

取

組
を
中
核
と
す
る
国
立
大
学
を
支
援

重
点

支
援

②

主
と
し
て
、
専
門
分
野
の
特
性
に
配
慮
し
つ
つ
、

強
み

・
特

色
の

あ
る

分
野

で
地

域
と

い
う

よ
り

世
界

･全
国

的
な

教
育

研
究

を
推

進

す
る

取
組
を
中
核
と
す
る
国
立
大
学
を
支
援

そ
の
上
で
、
第
３
期
の
運
営
費
交
付
金
の
配
分
方
法
に
は
次
の
よ
う
な
改

善
を
図
る
こ
と
が
必
要

①
機

能
強

化
の

方
向

性
に

応
じ

て
重

点
配

分
す

る
仕

組
み

の
導

入

②
「

学
長

の
裁

量
に

よ
る

経
費

(仮
称

)」
を

新
た

に
区

分

【
重
点
支
援
の
枠
組
み
】

※
こ
の
ほ
か
、
国
立
大
学
に
共
通
す
る
政
策
課
題
を
推
進
す
る
取
組
を
支
援

【
評

価
の

方
法

】
原
則
､年
度
ご
と
に
取
組
構
想
の
進
捗
状
況
を
確
認
す
る
と
と
も
に
､評
価

指
標
を
用
い
て
向
上
度
を
評
価
し
予
算
に
反
映

機
能
強
化
に
お
け
る
優
れ
た
取
組
に
つ
い
て
は
、
そ
の
経
費
を
現
在
の
区

分
で
い
う
「
一
般
運
営
費
交
付
金
」
に

一
定

の
加

算
を

し
て

配
分

し
、

継

続
し

て
取

組
が

行
え

る
仕

組
み

を
導

入

ご
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学
長
・
機
構
長
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
、
学
内
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
機

能
を
予
算
面
で
強
化
す
る
観
点
か
ら
、

教
育

研
究

組
織

や
学

内
資

源
配

分
等

の
見

直
し

を
促

進
す
る
た
め
の
仕
組
み
と
し
て
、

「
学

長
の

裁
量

に
よ

る
経

費
(仮

称
)」

を
新

設
※

具
体
的
な
割
合
は
、
平
成
2
8
年
度
の
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
決
定

文
部
科
学
省
が
国
立
大
学
法
人
・
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
ご
と
に
､第

３
期
中
に
想
定
さ
れ
る
経
費
の
規
模
を
算
出
し
、
提
示
し
た
以
上
の
規
模

で
､こ
れ
ま
で
の
実
績
を
踏
ま
え
た
大
学
の
ビ
ジ
ョ
ン
に
基
づ
い
た
計
画

を
作
成
し
取
組
を
実
施

(2
)

「
学

長
の

裁
量

に
よ

る
経

費
(仮

称
)」

の
区

分

重
点

支
援

に
係

る
評

価
指

標
が

中
期

目
標

･中
期

計
画

と
連

動
す
る
こ
と
に

よ
り
、
そ
の
後
の
自
己
点
検
･評
価
に
お
い
て
も
、
重
点
支
援
を
受
け
る
取

組
構
想
の
進
捗
状
況
の
管
理
と
年
度
評
価
に
よ
る
中
期
目
標
･中
期
計
画
の

進
捗
状
況
の
管
理
を
同
じ
観
点
か
ら
行
う
こ
と
が
可
能

(3
) 

第
３

期
中

期
目

標
・

中
期

計
画

と
の

関
係

に
つ

い
て

重
点

支
援

①

主
と
し
て
、
世
界
の
学
術
研
究
の
中
核
と
し
て
国
際
協
力
･国
際
共

同
研
究
な
ど
に
よ
り

先
導

的
な

モ
デ

ル
と

な
る

研
究

シ
ス

テ
ム

の
創

出
に

つ
な

が
る

研
究

力
強

化
の

取
組
を
支
援

重
点

支
援

③

主
と
し
て
、
強
み
･特
色
あ
る
分
野
の
教
育
研
究
を
基
礎
と
し
て

大

学
全

体
を

支
え

る
研

究
環

境
基

盤
を

構
築

･強
化

す
る

取
組
を
支
援

重
点

支
援

②

主
と
し
て
、
大
学
間
連
携
や
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
に
よ
る
新
た
な
学

問
分
野
の
創
生
に
資
す
る
取
組
な
ど
、

大
学

の
枠

を
越

え
た

研
究

拠

点
を

形
成

･強
化

す
る

取
組
を
支
援

【
重
点
支
援
の
枠
組
み
】

【
大

学
共

同
利

用
機

関
法

人
の

仕
組

み
】

大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
の
特
性
に
応
じ
て
、
大
学
全
体
を
俯
瞰
し
、
関
連

分
野
を
は
じ
め
と
す
る
学
術
研
究
全
般
の
研
究
機
能
を
更
に
強
化
す
る
た
め
、

重
点
支
援
の
枠
組
み
を
設
定

各
法
人
が
、
機
能
強
化
の
方
向
性
に
沿
っ
て
行
う
取
組
別
に
自
ら
選
択
し
た

支
援
の
枠
組
み
に
よ
り
重
点
支
援

予
算
配
分
の
方
法
は
国
立
大
学
と
同
様

国
立
大
学
と
同
様
の
評
価
に
加
え
、
各
法
人
に
お
い
て
中
期
目
標
期
間
の
前

半
期
ま
で
に
国
際
性
や
学
問
的
専
門
性
の
観
点
か
ら
、
教
育
研
究
を
中
心
と

し
た
外
部
評
価
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
て
予
算
配
分
に
反
映

有
識
者
の
意
見
を
踏
ま
え
つ
つ
、
各
国
立
大
学
法
人
・
大
学
共
同
利
用
機

関
法
人
に
お
け
る
こ
の

経
費

を
活

用
し

た
業

務
運

営
の

改
善

の
実

績
や

教

育
研

究
活

動
等

の
状

況
を

中
期

目
標

期
間

の
３

年
目

及
び

５
年

目
に

確
認

し
、
そ
の
結
果
に
応
じ
て
改
善
の
促
進
や
予
算
配
分
に
反
映

こ
れ
ら
の
取
組
の
ほ
か
、
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
に
つ
い
て
は
、
中
期

目
標
期
間
前
半
期
ま
で
に
国
際
性
や
学
問
的
専
門
性
の
観
点
か
ら
外
部
評

価
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
て
予
算
配
分
に
反
映

機
能
強
化
の
方
向
性
に
応
じ
て
重
点
支
援
を
受
け
る
取
組
構
想
は
、
中
期

目
標
･中
期
計
画
に
記
載
さ
れ
、
ま
た
、
中
期
計
画
に
書
き
込
ま
れ
る
べ

き
指
標
は
、
重
点
支
援
を
受
け
る
取
組
構
想
の
評
価
指
標
を
踏
ま
え
て
設

定
さ
れ
る
こ
と
が
想
定

ふ
か
ん
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運
営
費
交
付
金
の
改
革
及
び
競
争
的
研
究
費
の
改
革
は
、
我
が
国

の
知
の
創
出
機
能
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
力
、
人
材
育
成
機
能

の
強
化
を
考
え
る
上
で
双
方
と
も
重
要
な
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
ぞ

れ
の
改
革
が
あ
い
ま
っ
て

一
体

的
な

改
革

と
し

て
相

乗
効

果
を

生

む
こ

と
が

期
待

さ
れ

る

6
.

競
争

的
研

究
費

と
の

一
体

改
革

7
.

財
源

の
多

元
化

や
自

律
的

な
運

営
を

図
る

た
め

の
今

後
の

検
討

課
題

国
立
大
学
法
人
が
､安
定
的
な
運
営
を
行
っ
て
い
く
た
め
に
は
、
運

営
費
交
付
金
だ
け
で
な
く
､自
己
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
取
組

等
を
併
せ
て
進
め
､法
人
運
営
に
係
る

財
源

の
多

元
化

を
図

る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
す
る
こ
と
が
不
可
欠

競
争
的
研
究
費
改
革
に
関
す
る
有
識
者
会
議
の
議
論
に
お
い
て

は
、
間
接
経
費
の
措
置
を
行
う
前
提
と
し
て
、
自
ら
財
務
状
況

等
に
つ
い
て
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
不
可
欠

自
律
的
な
運
営
を
図
る
た
め
の
規
制
緩
和
、
保
有
資
産
を
活
用
し

た
収
益
を
伴
う
事
業
の
可
能
な
範
囲
の
明
確
化
や
民
間
と
の
共
同

研
究
の
拡
大
等
に
つ
い
て
も
今
後
検
討

国
立
大
学
改
革
を
進
め
て
い
く
上
で
、
各
国
立
大
学
法
人
が
IR

機
能
の
強
化
等
を
図
り
、
積
極
的
な
情
報
公
開
を
一
層
進
め
て

い
く
必
要

（
１

）
寄

附
金

国
立
大
学
法
人
に
対
す
る
寄
附
に
つ
い
て
は
、
一

定
の
優
遇
税
制
が
認
め
ら
れ
て
い
る
が
、
更
に

寄

附
が

拡
大
し
て
い
く
よ
う
な
具
体
的
な
取
組
と
と

も
に
、
そ
の
効
果
的
な
運
用
に
つ
い
て
検
討
を
し

て
い
く
必
要

（
３

）
特

定
研

究
大

学
（

仮
称

）

産
業
競
争
力
会
議
か
ら
提
案
さ
れ
て
い
る
「
特
定

研
究
大
学
（
仮
称
）
」
に
つ
い
て
は
、
制
度
の
在

り
方
な
ど
も
含
め
大
学
関
係
者
や
有
識
者
の
意
見

も
踏
ま
え
な
が
ら
検
討
を
行
う
こ
と
が
望
ま
れ
る

（
２

）
学

生
納

付
金

こ
れ
ま
で
は
文
部
科
学
省
令
で
設
定
し
た
標
準
額

と
ほ
ぼ
同
額
を
設
定
し
て
い
る
国
立
大
学
法
人
が

大
部
分
で
あ
る
が
、
今
後
、
各
国
立
大
学
法
人
に

お
け
る

学
生

納
付

金
の

設
定

の
在

り
方
に
つ
い
て

も
、
教
育
の
質
の
向
上
や
低
所
得
者
へ
の
配
慮
を

十
分
に
行
い
つ
つ
、
検
討
し
て
い
く
こ
と
が
考
え

ら
れ
る

53



【別添２ 記入様式】 

「女性活躍加速のための重点方針 2015」該当箇所 

大項目 ２．社会の課題解決を主導する女性の育成 

中項目 （１）科学技術イノベーション立国を支える女性の理工系人材等の育成 

小項目 ③女性医師の更なる活躍に向けて、復職支援や勤務体制の柔軟化（短時間勤務

や当直等の配慮）、チーム医療の推進、複数主治医制の導入、地域の医療機関と

の連携など、女性医師が活躍するためのモデル的な取組を実施・普及する。また、

女性医師を含め医療従事者の定着・離職防止を図るため、勤務環境の改善に向け

た各医療機関の計画的かつ自主的な取組（医療機関の実情に応じ、医療クラーク

等の補助職の活用や勤務体制の工夫等）を推進する。 

該当施策名 

（事業名） 

女性医師キャリア支援モデル普及推進事業 

該当施策の背景・

目的 

近年、医師における女性の割合が高まっており、医師全体の約２割、国家試験

合格者では約３分の１が女性となっている。一方、女性医師の中には、出産・育

児等によりキャリアを中断せざるを得ない場合があり、女性医師の働き続けやす

い環境整備の在り方が課題となっている。 

このような状況を踏まえ、当事業において、女性医師支援の先駆的な取組を行

う医療機関を「女性医師キャリア支援モデル推進医療機関」として選定し、効果

的な取組を地域の医療機関に普及するための経費等を支援することで、地域の医

療機関における女性医師支援策の充実を図ることを目的とする。 

該当施策の政策手

段の分類 
Ａ 法令・制度改正 

Ｂ 税制改正要望 

Ｃ 予算 

27 年度予算： 20,608 千円 

※内数である場合はその旨記載。 

28 年度要求方針： 新規  拡充  継続  

※該当するものに○をしてください。 

Ｄ 機構定員要求 

Ｅ その他（具体的に：検討中） 

該当施策概要 ○ 女性医師等のキャリア支援の一層の充実に向け、女性医師支援の先駆的な取

組を行う医療機関を「女性医師キャリア支援モデル推進医療機関」として位置

づけ、地域の医療機関に普及可能な「効果的支援策モデル」の構築に向けた必

要経費を補助する。 

○ 地域の女性医師支援の中核機関として、女性医師支援の相談指導のためのス

タッフの派遣や、ワークショップの開催など「効果的支援モデル」の普及啓発

活動等を行う。 

○ 女性医師のさらなる活躍を応援するシンポジウムを開催し、「女性医師キャ

リア支援モデル推進医療機関」の取組や女性医師支援の好事例等の紹介を行

う。 

○ 今年度より実施（2医療機関）。

問い合わせ先 

部局課 

厚生労働省 

医政局医事課 
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